
１．申込方法 組合ホームページよりお申込みください。https://www.src-tokyo.jp/training.php

※組合員と賛助会員の方はログインして組合員サイトから申込み願います。
一般サイトから申込むと割引が適用されない事がありますので誤り防止のためにもご協力願います。

※協同組合へ加入希望の方は、ホームページより同時に加入申込みをお願いします。

２．申込締切日 令和７年８月２９日（金）１５時 ＜同日までにお振込み願います。＞
※受付後、締切迄に入金・連絡の無い方は次回受講できない場合がございます。

３．振込について 自動受付メール配信後、事務局より申込み受付完了のメールをお送りします。
その後に、申込み受付完了メール記載の口座へお振込み願います。
※３営業日以内に事務局より申込受付完了メールが届かない場合は、
事務局宛お問合せください。メール：info@src-tokyo.jp TEL：０３-３５２５-４２２１

※振込名義の前にセミナーNO.を入力願います。
①『社労士がリードする健康経営の実践的支援方法』の場合 例：２５０２東京花子
②『事業場外みなし労働時間の基礎から適用まで』の場合 例： ２５０３東京花子
③『社労士が押さえるべきハラスメントの実務対応』の場合 例： ２５０４東京花子

※お振込みの控えをもって領収書とさせていただきます。

４．受講について お振込みの確認後、配信前日迄に受講用ID・Passwordをメールでお送りします。
※資料は動画配信時にPDFをダウンロード願います。郵送・送信は行っておりません。

配信セミナーのご案内 令和７年８月 東京社会保険労務士協同組合

企業におけるハラスメント対応は、もはや「防止措置」のレベルを超え、具体的な対応スキルと判断力
が求められる時代になりました。
特に社労士が関与する現場では、初動対応から調査の進め方、再発防止策の提案まで、多岐にわた

る実務対応が発生しています。
本セミナーでは、弁護士による法的観点からの解説を踏まえつつ、社労士が現場でどう動くべきか、

どのように記録を残し、調査委員会やヒアリングを進めるべきか、セクハラ・パワハラ・カスハラなどの
複数の事例を交えて、実務の取り掛かりから終わりまでを具体的にわかりやすく解説していきます。ま
た、弁護士との連携ポイントや、相談窓口体制の整備・運用についても実践的なヒントもお届けします。

 【新作】 NO. ２5０４

弁護士が解説！

社労士が押さえるべきハラスメントの実務対応
～複数の事例から初動対応・調査・再発防止と社労士の支援ポイントがわかる～

●講 師 弁護士 荒井里佳 氏
（ホライズンパートナーズ法律事務所）

●講義内容 １ ハラスメントの法的基礎知識と最新動向
・パワハラ等各種ハラスメントの定義と判例の動向
・裁判例から見る実務上のリスク
・最近話題のハラスメントと新たな論点

２ 事例で解説！ハラスメントの実務対応
・ハラスメント相談対応の初動と記録の残し方
・調査委員会の運営とヒアリング時の注意点
・相談窓口の整備と運用
・社労士の支援ポイントと留意点
・弁護士との連携ポイント

●配信期間 令和７年９月１０日（水）～１０月１０日（金）
●教 材 当講座オリジナル資料（ダウンロード）
●受 講 料 ①組合員,賛助会員,組合員の職員 ６,５００円(税抜金額 5,909円,消費税額10％ 591円)

②上記以外の方 １０,５００円(税抜金額 9,545円,消費税額10％ 955円)

ハラスメント対応の流れを実務レベルで把握した

い社労士の方
顧問先からの相談に対して自信を持って対応した

い方
弁護士との役割分担や連携ポイントを整理してお

きたい方

こんな方におすすめ！

ホライズンパートナーズ法律事務所
パートナー弁護士。
東京大学法学部卒業。2006年弁護
士登録。東京弁護士会所属。
社外取締役等の経験を活かし、会社
内部の目線によるコーポレート案件や
労働案件を多数取り扱う。

弁護士 荒井里佳 氏

セミナー申込要綱（２５０２、２５０３、２５０４）
[登録番号 T6011105001364]

裏面に『事業場外みなし労働時間の基礎から適用まで』 および『健康経営の実践的支援方法』のご案内がございます。

東京社会保険労務士協同組合



再配信セミナーのご案内 令和７年８月 東京社会保険労務士協同組合

●講 師 特定社会保険労務士 澤上貴子 氏
                 （さわかみ社会保険労務士事務所／合同会社カチダス代表）

●講義内容 高まる健康経営の重要性
健康経営とは～メリットとキーワード～
健康経営の進め方
顧問先の企業価値を高める！健康経営の認定制度
健康経営のコンサルを社労士が行うべき理由
～社労士のかかわり方と支援方法～
取組み事例紹介

●配信期間 令和７年９月１日（月）～９月３０日（火）※今回が最終配信になります。

●教 材 当講座オリジナル資料（ダウンロード）

●受 講 料 ①組合員,賛助会員,組合員の職員 ６,０００円(税抜金額 5,455円,消費税額10％ 545円)
②上記以外の方 １０,０００円(税抜金額 9,091円,消費税額10％ 909円)

本セミナーは、社労士の仕事に繋がる「健康経営」についての講義を目指し企画されました。
健康への投資を企業価値の向上に結びつけるこの考え方は、人事労務のプロである社労士にこそ求めら

れている支援分野であり、社労士にとって「健康経営」は避けて通れない課題となっています。
本セミナーでは、健康経営の基本から、社労士が現場で実践できる支援方法、そして具体的な取り組み事

例までを丁寧に解説していきます。「健康経営」という新フィールドで社労士の専門性を発揮しませんか？
皆さまのご参加をお待ちしております。

 NO. ２５０２

社労士がリードする健康経営の実践的支援方法
～健康を強みに変える時代へ！今こそ社労士が果たすべき役割とは～

さわかみ社会保険労務士事務所代表。特定社会保
険労務士／健康経営エキスパートアドバイザー。企
業の発展、従業員のモチベーションを育む労務コン
サルティングを得意とし、労働諸法令に関して豊富
な実績に基づく相談・指導・手続・執筆・講演等を
行っている。
中小企業の健康経営実践のサポートにも力を入れ
ており、健康経営に取組む企業の支援実績を多数
有する。東京都社会保険労務士会「働き方改革・健
康経営特別委員会」委員。東京商工会議所「健康経
営専門家派遣制度」派遣専門家。著書「中小企業の
ための成功する健康経営実践ガイド」（共著）他

特定社会保険労務士 澤上貴子 氏

（３回目）

裏面に『社労士が押さえるべきハラスメントの実務対応』のご案内がございます。

テレワークや出張、営業職など、労働時間の管理が難しい働き方が広がる中、「事業場外みなし労働時間
制」への注目が高まっています。一方で、「労働時間を算定し難いとき」とは具体的にどのような場面を指す
のか、法的な判断基準や実務での運用に戸惑いを感じている方も多いのではないでしょうか。
本セミナーでは、多くの社労士と連携する講師が「社労士のために」、制度の基本的な仕組みから、最新の

最高裁判決（協同組合グローブ事件 令和6年4月16日）を含む重要判例の解説、在宅勤務への適用の考え
方や、実際の運用上の注意点まで、事業場外みなし労働時間制の“今”を丁寧に解説いたします。
人事労務の現場で制度の適否を判断し、正しく運用するための実務的な知見を深めたい方に最適な内容

となっています。また、運用に必要なチェックポイントや書式も盛り込んでおります。

NO. ２５０３

事業場外みなし労働時間の基礎から適用まで
～実務と判例から読み解く適用判断と運用ポイント～

●講 師 弁護士 小野直樹 氏（弁護士法人永代共同法律事務所）
●講義内容 どのようなときに事業場外みなし労働時間制を使うのか

制度の概要と基本的な理解
・制度創設の背景 ・他の制度（裁量労働制など）との違い
・制度適用の法的効果 など

「労働時間を算定し難いとき」の判断基準
・阪急トラベルサポート事件（最判H26.1.24）・下級審裁判例の流れ
・協同組合グローブ事件（最判R6.4.16）ほか

実務上の留意点と具体的な対応
・在宅勤務との関係 ・運用に必要なチェックポイントと書式例

●配信期間 令和７年９月１日（月）～９月３０日（火）※今回が最終配信になります。

●教 材 当講座オリジナル資料（ダウンロード）

●受 講 料 ①組合員,賛助会員,組合員の職員 ６,５００円(税抜金額 5,909円,消費税額10％ 591円)
②上記以外の方 １０,５００円(税抜金額 9,545円,消費税額10％ 955円)

（３回目）

2004年一橋大学法学部卒業、2005年司法修習修
了・弁護士登録（58期）。
都内の法律事務所勤務を経て、2012年永代共同法
律事務所を開設（2014年弁護士法人化）。第一東京
弁護士会労働法制委員会会員、経営法曹会議会員。
使用者側の立場から労働紛争の解決・予防を数多く
取り扱っている。企業の健全な事業活動の推進を
モットーとし、顧問先企業向けの予防法務・紛争解決
を軸とした実践的アドバイスに定評がある。
企業向けの他、社会保険労務士等の専門家向けにも、
人事労務分野のセミナー講師を多数務めている。

弁護士 小野直樹 氏
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